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定 期 監 査 結 果 の 提 出 に つ い て  

 

地方自治法第１９９条第４項の規定に基づき定期監査を執行したので、同条第９項の

規定によりその結果を次のとおり提出します。 

 

記 

 

１．監査執行期日　　令和８年１月２９日 

２．監査執行対象　　情報政策課・税務課・監査委員事務局 

　 令和７年度分で令和７年１２月３１日までに執行された財務に 

関する事務の執行及びその他の事務の執行 

３．監査の着眼点　　勝浦市定期監査基本方針の基本的項目及び重点事項 

４．監査執行場所　　監査委員事務局 

５．監 査 結 果 

　　監査は、勝浦市監査基準に基づき実施した。 

監査に当たっては、令和７年１２月３１日現在における予算の執行及び事務処理等

の状況についての資料、関係文書を提出させ、所属長及び担当職員から説明を聴取し

実施したもので、その結果は次のとおりである。　



１．事務分掌表 令和８年１月１日現在

４．OA機器の維持管理に関すること。

情 報 政 策 課

経　験　年　数
勤続通算 現所属通算

課　　長 33年10月 2年10月   全　般　統　括

係　　長 24年10月 0年10月 １．情報化政策の企画、調整及び推進に関する
　　こと。

主任主事 10年10月 1年10月 ２．情報システムの運用及び管理に関すること。
３．情報システムに係るデータの保護及び管理

主　　事 5年10月 2年10月 　　に関すること。

５．行政情報化の推進に関すること。
６．電子自治体に関すること。
７．デジタル田園都市国家構想総合戦略に関す
　　ること。
８．その他情報化政策及び情報システムに関す
　　ること。

職名 分　　担　　事　　務

情

報

政

策

係



２．令和７年度予算執行状況

３．収入未済額調べ

（注）収入未済額（税・国県支出金を除く）があるものを記入すること。

歳 入 令和７年１２月３１日現在（単位：円・％）

科　　　目 予算現額 調 定 額 収入済額 収入未済額 収納率

国 庫 支 出 金 284,254,000 246,067,000 0 246,067,000 0.0 

繰 入 金 54,876,000 0 0 0 0.0 

諸 収 入 0 5,618 5,618 0 100.0 

歳　入　合　計 339,130,000 246,072,618 5,618 246,067,000 0.0 

歳 出

科　　　目 予算現額 支出負担行為額 予算残額 執行率

総務費 一 般 管 理 費 784,777 122,522 662,255 15.6 

情 報 管 理 費 531,071,000 366,415,245 164,655,755 69.0 

歳　出　合　計 531,855,777 366,537,767 165,318,010 68.9 

令和７年１２月３１日現在（単位：円・％）

予算科目(目) 内容 調 定 額 収入済額 収入未済額 収納率

該当なし 0



４．委託料支出状況調べ（１００万円以上）

５．工事請負契約調べ（２００万円以上）

６．庁内情報システムの概要

（１）ＯＡ機器借上料の内訳（月額１００万円以上）

令和７年１２月３１日現在

令和７年１２月３１日現在

（注） 契約方法が入札の場合は備考欄に記入すること。

（注） 長期継続契約の場合は備考欄に契約期間を記入すること。

令和７年１２月３１日現在

工事名称

工事箇所

契 約 名
（ 契 約 期 間 ）

借上料月額 
（委託先）

主 な 機 器 備考

ハードウェア機器 サーバ２台　等

ソフトウェア機器 ファイアーウォール　等

住民情報用ソフトウェア
住民記録、印鑑登録、国民年金、税務情報
等の管理

福祉系ソフトウェア 児童手当や障害者医療費補助事業の管理

介護系ソフトウェア 介護保険の区分認定、施設入所等の管理

後期高齢者医療系ソフトウェア 後期高齢者医療の対象者管理

税務ＬＡＮ
申告支援システムに課税資料イメージ管理
システムを導入し業務の効率化を図る

ハードウェア機器 サーバ・ネットワーク機器等

委託先 委託事業名 契約金額(円) 支出金額(円) 備　　考

（株）内田洋行
番号連携サーバー運用支
援業務

2,508,000 0

（株）内田洋行
令和７年度システム標
準化対応作業業務

76,164,000 0

（株）クラブネッツ
公式ＬＩＮＥ拡張機能開
発業務

2,786,300 0
令和6年度に3カ
年分支払済（補
助金事業）

請負人
契約
方法

予算額 設計額 請負金額 契約期間

該当なし
一般
指名
随意

内部情報系
基盤機器　　　　

（令和７年４月１日
～令和１３年３月３

１日）

3,462,250円
(ＮＥＣキャピタル
ソリューション）

基幹系
情報システム　　　　　　

(令和６年３月１日～
令和８年２月２８

日）

8,280,880円
（内田洋行）



（２）庁内情報ネットワーク内の主な導入システム

令和７年１２月３１日現在

ネットワーク 導入システム等 委 託 先 所管課

庁内文書管理システム ＮＥＣフィールディング 情報政策課

グループウェアシステム ＮＥＣフィールディング 情報政策課

庁内ネットワーク監視アプリケーション ＮＥＣフィールディング 情報政策課

財務会計システム 富士通Japan 情報政策課

インターネット接続関連システム ＮＥＣフィールディング 情報政策課

情報セキュリティ関連システム ＮＥＣフィールディング 情報政策課

住民基本台帳システム 内田洋行 市民課

印鑑登録システム 富士フィルムシステムサービス 市民課

健康管理システム 両備システム 市民課

国民健康保険システム 内田洋行 市民課

戸籍管理システム 富士フィルムシステムサービス 市民課

生活保護システム 北日本コンピュータ 福祉課

児童手当システム 内田洋行 こども未来応援課

障害者福祉システム ＮＩＣ 福祉課

介護保険システム 内田洋行 高齢者支援課

地方税ポータルシステム 内田洋行 税務課

共通納税インターフェイスシステム 内田洋行 税務課

内部情報系

基幹系



７．住民の利便性向上への取り組み状況

８．庁内業務の効率化への取り組み状況

９．セキュリティ強靱化への取り組み状況

１０．外部人材の活用状況

令和７年１２月３１日現在

項　目 内　　　　　容 令和６年度の主な実績

チャットボット利用件数

18,111件

キオスク端末利用件数

2,128件

スピーカー設置件数

12台

教室参加人数・相談件数

教室　２７回開催　７６人参加
 相談　６２日開設　　２２４人　

令和７年１２月３１日現在

項　目 目 的 進 捗 状 況

業務システムの標準
化、効率化

業務の効率化、経費削減、市民サービスの利
便性向上を図る。

令和８年１月より稼働予定であったが、
Acrocity提供元であるGcomﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会
社から標準化稼働延期の話しがあり、主要業
務システムを令和９年１月に標準化、効率化
して運用開始するための準備を進めている。

生成ＡＩの業務利用
ガイドラインを作成し、業務の効率化や生産
性の向上を図る。

操作説明会を開催するとともに、業務におけ
る本システムの積極的な活用について職員へ
の周知及び利用促進を図っている。

チャットアプリを利
用した業務効率化

職員間の情報共有、業務の効率化を図る。
自治体専用チャットアプリ「Logoチャッ
ト」を導入し、月に1,300～1,400件の利
用がある。

令和７年１２月３１日現在

項　目 内　　　　　容 進 捗 状 況

情報セキュリティポ
リシーの見直し

業務システムで保有する個人の重要情報を守るため、
情報セキュリティ対策の仕組みを組織的に構築し実効
性を高めるとともに職員のＩＴリテラシーの向上を図
るため、情報セキュリティポリシーの見直しを行う。

令和５年８月に「勝浦市情報セキュリティポ
リーシー基本方針」等を整備し、重要性を再
認識してもらうため職員に対する研修等を実
施し、セキュリティ遵守に努めている。

セキュリティクラウ
ドの利用

県が運用する「千葉県自治体情報セキュリティクラウ
ド」を利用することで、インターネットの脅威に対し
高度なセキュリティ対策が施された接続口が確保さ
れ、かつ経費削減が図られる。

千葉県自治体情報セキュリティクラウドを利
用している。これにより市の情報ネットワー
クからインターネットを繋げる時のセキュリ
ティの強化が図れている。なお、令和９年度
に次期更改予定。

インシデント対応訓
練への参加

サイバー攻撃を受けた際は迅速かつ適切な対応が求め
られることから、国の公的機関が開催する実践的な模
擬演習やオンラインによる分野横断的演習に参加す
る。また県が実施するセキュリティクラウド緊急時対
応訓練に参加する。

令和７年度は、国・県が主催する緊急時対策
訓練に参加し、緊急時の対応について再度確
認を行い理解を深めた。なお、勝浦市におい
てはサイバー攻撃等に事例は無い。

令和７年１２月３１日現在

分　野 業　務　内　容 期間 人数

ＤＸの推進

地域活性化起業人制度を活用し、ＩＴリテラシーの向上及
びデジタルデバイドの解消のため市民向けスマートフォン
教室・相談支援及び公式LINE活用の支援・助言等を実施す
る。

R7.4～R8.3 １名

市ホームページへの
ＡＩチャットボット
導入

市民からの問い合わせに対し適切な回答を自動的に行う。

市役所内への証明書
交付機の導入

窓口滞在時間の削減うや市民サービスの向上、業務の効率
化等を図る。

スマートスピーカーを
活用した高齢者みまも
りサービス

高齢者世帯の見守り体制の強化、別居家族とのコミュニ
ケーションの支援及び市からの情報配信等。

スマートフォン教室
スマートフォン相談窓口

機器の操作や知識を習得する機会（オンライン含
む）を設ける。



所見

予算の執行、物品管理及び事務処理は、概ね適当であると認められた。



１．事務分掌表 令和８年１月１日現在

１．市税、国民健康保険税、介護保険料及び後期
　高齢者医療保険料の収納、督促並びに滞納処分
　に関すること。
２．市税、国民健康保険税、介護保険料及び後期
　高齢者医療保険料の欠損処分に関すること。
３．市税、国民健康保険税、介護保険料及び後期
　高齢者医療保険料の過誤納還付並びに充当に関
　すること。

　こと。

７．市税等の口座振替に関すること。

※現所属については、組織改編により平成１９年４月１日からの経験年数による。

税　　務　　課

経　験　年　数
勤続通算 現所属通算

課　　長  0年10月  0年10月   全　般　統　括

係　　長 22年 4月  1年10月 １．個人市民税及び県民税の賦課に関すること。
２．法人市民税の賦課に関すること。

副 主 査 32年10月  2年10月 ３．軽自動車税の賦課に関すること。
４．市たばこ税、鉱産税及び入湯税の賦課に関す

副 主 査 30年10月  0年10月 　ること。
５．国民健康保険税の賦課に関すること。

主任主事 13年10月  0年10月 ６．介護保険料の賦課に関すること。
７．後期高齢者医療保険料の賦課に関すること。

主任主事 13年10月  2年10月 ８．原動機付自転車等の標識交付に関すること。
９．市、県民税及び軽自動車税関係証明（納税証

主任主事 12年10月  1年10月 　明を除く。）の交付に関すること。
10. 専用公印の管守に関すること。

主任主事  9年10月  2年10月 11. その他課税に関すること。

係　　長 23年10月  2年10月 １．固定資産税及び都市計画税の賦課に関すること。
２．固定資産の評価に関すること。

主任主事 10年10月  0年10月 ３．固定資産の縦覧及び閲覧に関すること。
４．固定資産の諸証明書等の発行及び交付に関する

主任主事 10年10月  1年10月   こと。
５．罹災証明書の発行に関すること。

主任主事  9年10月  0年 6月 ６．特別土地保有税に関すること。
７．国有資産等所在市交付金に関すること。

主任主事  9年10月  0年 2月 ８．その他固定資産に関すること。

会 計 年 度
任 用 職 員  3年 7月  3年 7月

係　　長 25年10月  0年10月

副 主 査 28年 8月  0年 8月

副 主 査 14年10月  4年10月

主　　事 2年10月  0年10月

会計年度
任用職員

 10年 4月  10年 4月 ４．県民税取扱事務及び県税徴収交付金に関する

５．納税証明書の交付に関すること。
６．納税奨励及び納税貯蓄組合に関すること。

８．その他収納に関すること。

職　名 分　　担　　事　　務

課

税

係

資

産

税

係

収

納

係



２．令和７年度歳入歳出予算執行状況

一　般　会　計

総務費

国民健康保険特別会計（事業勘定）

総務費

諸支出金

後期高齢者医療特別会計

総務費

諸支出金

歳 入 令和７年１２月３１日現在（単位：円・％）

科　　　目 予算現額 調 定 額 収入済額 収入未済額 収納率

市 税 2,278,926,000 2,400,462,028 1,789,137,329 611,324,699 74.5 

使 用 料 及 び 手 数 料 1,452,000 2,325,500 1,028,500 1,297,000 44.2 

県 支 出 金 29,685,000 21,915,000 21,915,000 0 100.0 

諸 収 入 3,608,000 6,533,481 6,531,069 2,412 100.0 

歳　入　合　計 2,313,671,000 2,431,236,009 1,818,611,898 612,624,111 74.8 

歳 出

科　　　目 予算現額 支出負担行為額 予算残額 執行率

税 務 総 務 費 4,412,000 3,263,941 1,148,059 74.0 

賦 課 徴 収 費 58,520,000 47,931,550 10,588,450 81.9 

歳　出　合　計 62,932,000 51,195,491 11,736,509 81.4 

歳 入 令和７年１２月３１日現在（単位：円・％）

科　　　目 予算現額 調 定 額 収入済額 収入未済額 収納率

国 民 健 康 保 険 税 431,255,000 501,225,178 274,272,232 226,952,946 54.7 

使 用 料 及 び 手 数 料 122,000 648,162 69,900 578,262 10.8 

諸 収 入 3,806,000 4,069,620 4,069,620 0 100.0 

国 庫 支 出 金 1,342,000 0 0 0 0.0 

歳　入　合　計 436,525,000 505,942,960 278,411,752 227,531,208 55.0 

歳 出 令和７年１２月３１日現在（単位：円・％）

科　　　目 予算現額 支出負担行為額 予算残額 執行率

賦 課 徴 収 費 3,430,000 1,332,315 2,097,685 38.8 
被保険者保険税還付金 6,500,000 2,505,100 3,994,900 38.5 

歳　出　合　計 9,930,000 3,837,415 6,092,585 38.6 

歳 入 令和７年１２月３１日現在（単位：円・％）

科　　　目 予算現額 調 定 額 収入済額 収入未済額 収納率

後期高齢者 医療保険 料 267,797,000 286,496,900 192,419,500 94,077,400 67.2 

使 用 料 及 び 手 数 料 10,000 24,500 100 24,400 0.4 

諸 収 入 532,000 615,544 0 615,544 0.0 

国 庫 支 出 金 1,793,000 0 0 0 0.0 

歳　入　合　計 270,132,000 287,136,944 192,419,600 94,717,344 67.0 

歳 出 令和７年１２月３１日現在（単位：円・％）

科　　　目 予算現額 支出負担行為額 予算残額 執行率

徴 収 費 2,864,000 778,180 2,085,820 27.2 

保険料還付金 718,000 479,900 238,100 66.8 

歳　出　合　計 3,582,000 1,258,080 2,323,920 35.1 



介護保険特別会計

総務費

諸支出金

３．委託料支出状況調べ（１００万円以上）

（注） 契約方法が入札の場合は備考欄に記入すること。

（注） 長期継続契約の場合は備考欄に契約期間を記入すること。

４．補助金交付団体調べ

歳 入 令和７年１２月３１日現在（単位：円・％）

科　　　目 予算現額 調 定 額 収入済額 収入未済額 収納率

介 護 保 険 料 446,908,000 481,711,575 315,196,090 166,515,485 65.4 

使 用 料 及 び 手 数 料 20,000 103,100 11,500 91,600 11.2 

諸 収 入 44,000 52,700 52,700 0 100.0 

歳　入　合　計 446,972,000 481,867,375 315,260,290 166,607,085 65.4 

歳 出 令和７年１２月３１日現在（単位：円・％）

科　　　目 予算現額 支出負担行為額 予算残額 執行率

賦 課 徴 収 費 4,048,000 1,327,546 2,720,454 32.8 

償還金及び還付金 1,200,000 834,420 365,580 69.5 

歳　出　合　計 5,248,000 2,161,966 3,086,034 41.2 

令和７年１２月３１日現在

委託先 委託事業名 契約金額(円) 支出金額(円) 備　　考

一般財団法人
日本不動産研究所

固定資産評価資料整備業務
委託料

10,010,000 0

株式会社パスコ
千葉支店

地番現況図加除修正業務委
託料

8,965,000 0

不動産環境評価研究所
不動産鑑定評価業務委託
料

4,158,000 0
入札
勝浦・総野地区

公益社団法人
千葉県不動産鑑定士協
会

不動産鑑定評価業務委託
料

4,344,230 0 興津・上野地区

令和７年１２月３１日現在

補助金名 交付団体 交付額(円) 交付の目的

 勝浦市青色申告推進
 協議会補助金

    勝浦市青色申告
    推進協議会

20,000
青色申告の普及を図り、地域経
済の発展と明るく豊かな都市づ
くりを推進する。



５．市税等の賦課状況

６．諸証明件数

令和７年１２月３１日現在

区　分 調 定 額

税　目 総　額（円） 義務者１人あたり(円)

市 民 税 10,654 832,966,060 78,183 １．市内に住所を有する個人

個 人 9,957 742,777,160 74,598
２. 市内に事務所等を有する個人

で市内に住所を有しない者

法 人 697 90,188,900 129,396 ３．市内に事務所等を有する法人

固 定 資 産 税 13,352 1,271,353,400 95,218
１.土地、家屋及び償却資産の所有者

純固定資産税 13,348 1,266,111,300 94,854
２. 国又は地方公共団体が所有する

国 有 資 産 等
所 在 市 交 付 金 4 5,242,100 1,310,525

償却資産

軽 自 動 車 税 6,560 60,909,100 9,285

環境性能割 115 2,698,200 23,463 三輪以上の軽自動車の取得者

種　別　割 6,445 58,210,900 9,032 原動機付自転車等の所有者

市 た ば こ 税 2 87,508,363 43,754,182 売渡し等に係る製造たばこ

入 湯 税 8 19,664,400 2,458,050 鉱泉浴場の入湯客

国民健康保険税 3,674 403,423,600 109,805 国民健康保険の被保険者のいる世帯主

後期高齢者医療保険料 4,406 283,589,500 64,364 市内に住所を有する75歳以上の者

介 護 保 険 料 7,330 473,449,010 64,591 主に、市内に住所を有する65歳以上の者

令和７年１２月３１日現在（単位：件）

年度 令和６年度 令和７年度

種　別 区分 有　料 無　料 計 有　料 無　料 計

住 民 税 関 係 838 10 848 588 107 695

固 定 資 産 税 関 係 1,943 141 2,084 2,082 224 2,306

軽 自 動 車 税 関 係 0 465 465 9 587 596

納 税 関 係 299 581 880 268 90 358

計 3,080 1,197 4,277 2,947 1,008 3,955

※令和６年度は令和６年１２月３１日現在の数値

納　税
義務者
（人）

課 税 客 体 の 状 況



７．固定資産評価状況

但し、令和３年度～令和６年度はそれぞれの年の１２月３１日現在の数値です。

８．非課税・減免・課税免除・納税義務免除の状況

税　目

税　目

令和７年１２月３１日現在

区分 土 地 家 屋

年度

3 60,410 49,725,350 77,633 1,741 41,787,743 14,735 33,916,180

4 60,403 48,612,318 77,683 1,738 42,110,181 14,687 34,920,396

5 60,515 47,681,268 77,366 1,738 42,927,999 14,700 32,526,948

6 60,507 46,509,071 77,324 1,741 42,309,348 14,713 30,465,457

7 60,523 46,165,688 77,088 1,737 43,050,680 14,674 28,640,050

令和７年１２月３１日現在

種別 非 課 税 減 免

区分 件数 金額(円) 主たる理由 件数 金額(円) 主たる理由

個 人 市 民 税 6,001 - 市税条例第24条 3 267,600 市税条例第51条

法 人 市 民 税 - - 30 2,578,800 市税条例第51条

土地 17,001筆

家屋 336棟

軽 自 動 車 税 65 - 市税条例第80条 128 1,254,900 市税条例第89･90条

国民健康保険税 - - 11 233,800
国民健康保険税
条例第24条

後 期 高 齢 者
医 療 保 険 料

- - 0 0

介 護 保 険 料 - - 0 0

種別 課 税 免 税 納 税 義 務 免 除

区分 件数 金額(円) 主たる理由 件数 金額(円) 主たる理由

固定資産税 1 34,400

勝浦市過疎地域
における固定資
産税の特例に関
する条例第４条

- -

償却資産
評 価 額
(千円)

地　積
(千㎡)

価格
(千円)

筆　数
(筆)

床面積
(千㎡)

価格
(千円)

棟　数
(棟)

固定資産税 - 地方税法第348条 63 3,670,100 市税条例第71条



９．市税等の収入状況

一般会計

国民健康保険特別会計

令和７年１２月３１日現在

科目

税目

個 人 市 民 税 730,353,000 742,777,160 485,866,833 256,910,327 65.4 61.7

法 人 市 民 税 91,744,000 90,188,900 89,709,400 479,500 99.5 99.2

固 定 資 産 税 1,221,062,000 1,266,111,300 1,029,573,750 236,537,550 81.3 81.1

国 有 資 産 等
所 在 市 交 付 金 5,242,000 5,242,100 5,242,100 0 100.0 100.0

軽 自 動 車 税
環 境 性 能 割

4,677,000 2,698,200 2,698,200 0 100.0 100.0

軽 自 動 車 税
種 別 割

58,322,000 58,210,900 56,126,800 2,084,100 96.4 96.3

市 た ば こ 税 113,753,000 87,508,363 79,028,510 8,479,853 90.3 89.5

入 湯 税 28,706,000 19,664,400 19,664,400 0 100.0 100.0

計 2,253,859,000 2,272,401,323 1,767,909,993 504,491,330 77.8 76.9

個 人 市 民 税 8,479,000 40,368,100 8,697,520 31,670,580 21.5 18.0

法 人 市 民 税 334,000 2,979,600 125,900 2,853,700 4.2 6.7

固 定 資 産 税 15,216,000 78,992,105 11,569,516 67,422,589 14.6 13.2

軽 自 動 車 税
種 別 割

1,038,000 5,720,900 834,400 4,886,500 14.6 16.6

市 た ば こ 税 0 0 0 0 - -

入 湯 税 0 0 0 0 - -

計 25,067,000 128,060,705 21,227,336 106,833,369 16.6 14.8

合　　計 2,278,926,000 2,400,462,028 1,789,137,329 611,324,699 74.5 73.3

令和７年１２月３１日現在

科目

税目

医療 274,119,000 264,061,200 182,770,519 81,290,681 69.2 69.2

後期 104,854,000 102,825,100 56,620,586 46,204,514 55.1 56.0

介護 34,113,000 36,537,300 18,833,695 17,703,605 51.5 52.0

計 413,086,000 403,423,600 258,224,800 145,198,800 64.0 64.6

予算額
（円）

調定額
（円）

収入済額
（円）

収入未済額
（円）

収納率
（％）

前年
同月

（％）

予算額
（円）

調定額
（円）

収入済額
（円）

収入未済額
（円）

収納率
（％）

前年
同月

（％）

現

年

課

税

分

(一般)

現　

年　

課　

税　

分

滞　

納　

繰　

越　

分



後期高齢者医療特別会計

介護保険特別会計

科目

税目

医療 12,001,000 63,975,624 11,015,487 52,960,137 17.2 15.0

後期 4,292,000 22,529,732 3,370,360 19,159,372 15.0 12.7

介護 1,876,000 11,296,222 1,661,585 9,634,637 14.7 11.5

小計 18,169,000 97,801,578 16,047,432 81,754,146 16.4 14.1

医療 0 0 0 0 - -

後期 0 0 0 0 - -

介護 0 0 0 0 - -

小計 0 0 0 0 - -

計 18,169,000 97,801,578 16,047,432 81,754,146 16.4 14.1

合　　計 431,255,000 501,225,178 274,272,232 226,952,946 54.7 52.7

令和７年１２月３１日現在

科目

税目

特 別 徴 収 169,327,000 180,019,600 119,419,500 60,600,100 66.3 65.2

普 通 徴 収 97,142,000 103,569,900 72,848,000 30,721,900 70.3 69.2

計 266,469,000 283,589,500 192,267,500 91,322,000 67.8 66.7

特 別 徴 収 0 0 0 0 - -

普 通 徴 収 1,328,000 2,907,400 152,000 2,755,400 5.2 29.6

計 1,328,000 2,907,400 152,000 2,755,400 5.2 29.6

合計 267,797,000 286,496,900 192,419,500 94,077,400 67.2 66.2

令和７年１２月３１日現在

科目

税目

特 別 徴 収 406,019,000 437,057,645 289,940,835 147,116,810 66.3 63.4

普 通 徴 収 38,358,000 36,391,365 23,730,110 12,661,255 65.2 61.3

計 444,377,000 473,449,010 313,670,945 159,778,065 66.3 63.3

特 別 徴 収 0 0 0 0 - -

普 通 徴 収 2,531,000 8,262,565 1,525,145 6,737,420 18.5 19.9

計 2,531,000 8,262,565 1,525,145 6,737,420 18.5 19.9

合計 446,908,000 481,711,575 315,196,090 166,515,485 65.4 62.3

予算額
（円）

調定額
（円）

収入済額
（円）

収入未済額
（円）

収納率
（％）

前年
同月

（％）

(一般)

(退職)

予算額
（円）

調定額
（円）

収入済額
（円）

収入未済額
（円）

収納率
（％）

前年
同月

（％）

現
年
度
分

滞
納
繰
越
分

予算額
（円）

調定額
（円）

収入済額
（円）

収入未済額
（円）

収納率
（％）

前年
同月

（％）

現
年
度
分

滞
納
繰
越
分

滞　

納　

繰　

越　

分



１０．徴収関係等の状況

令和６年度は令和６年１２月３１日現在数値

税額は全て本税のみの数値（但し、分納申請は延滞金を含む）

１１．徴収猶予・換価猶予の状況

令和７年１２月３１日現在（単位：件・円・％）

年　度

事務名 項　目

6 0

（訪問 6） （訪問 0）

徴 収 額 216,900 0

前年対比(額) 5.7 0.0

件 数 0 0

分 納 申 請 分 納 額 0 0

前年対比(額) 0.0 0.0

件 数 8 10

税 額 12,221,285 4,890,381

前年対比(額) 88.0 40.0

換 価 税 額 3,099,024 558,213

件 数 14 23

解 除 税 額 11,619,278 9,767,681

前年対比(額) 77.6 84.1

件 数 0 0

公 売 公 告 公 売 額 0 0

前年対比(額) 前年同 前年同

件 数 2 3

要 求 税 額 1,204,800 772,100

前年対比(額) 29.3 64.1

配 当 金 0 86,887

※

※

令和７年１２月３１日現在

種別 徴 収 猶 予 換 価 猶 予

税目
区分

件数 金額（円） 理　　由 件数 金額（円） 理　　由

個人住民税 0 0 0 0

法人市民税 0 0 0 0

固定資産税 0 0 0 0

国民健康保険税 0 0 0 0

令和６年度 令和７年度

件 数

臨 戸 徴 収

差 押

差　

押　

処　

分

交 付 要 求



１２．納税貯蓄組合加入状況

１３．口座振替取扱状況

令和６年度は令和６年１２月３１日現在数値

１４．コンビニ等収納取扱状況

令和６年度は令和６年１２月３１日現在数値

令和７年１２月３１日現在

区分

地区別

勝 浦 0 4,136 0 0.0 0.0 0

興 津 2 1,726 4 0.2 100.0 0

上 野 0 916 0 0.0 0.0 0

総 野 0 1,191 0 0.0 0.0 0

計 2 7,969 4 0.1 100.0 0

令和７年１２月３１日現在（単位：件・千円・％）

年度 令 和 ６ 年 度 令 和 ７ 年 度

税目 区分 件　数 金　額 割　合 件　数 金　額 割　合

個人住民税（普徴） 1,901 83,320 18.3 1,979 95,193 19.6

固 定 資 産 税 12,016 337,648 32.4 11,644 337,208 32.8

軽 自 動 車 税 1,535 9,212 16.7 1,487 9,030 16.1

国 民 健 康 保 険 税 5,181 109,589 42.3 4,906 107,756 41.7

後期高齢者保険料（普徴） 2,184 35,827 52.7 2,134 38,115 52.3

介護保険料（普徴） 402 3,924 17.3 407 3,966 16.7

計 23,219 579,520 30.5 22,557 591,268 30.7

※

令和７年１２月３１日現在（単位：件・千円・％）

年度 令 和 ６ 年 度 令 和 ７ 年 度

税目 区分 件　数 金　額 割　合 件　数 金　額 割　合

個人住民税（普徴） 3,255 53,272 11.5 2,960 46,696 9.4

固 定 資 産 税 13,586 149,563 14.2 12,364 146,283 14.1

軽 自 動 車 税 3,204 19,463 34.6 4,127 25,727 45.2

国 民 健 康 保 険 税 3,606 58,625 21.2 3,380 56,469 20.5

介護保険料（普徴） 912 9,118 42.4 961 10,036 39.7

計 24,563 290,041 15.5 23,792 285,211 15.1

※

組 合 数 全世帯数 加入世帯数 加入率(％)
加 入 世 帯　　
対前年比率
（％）

前年度補助金
（円）



１５．執行停止処分の状況

令和７年１２月３１日現在

年度 令 和 ６ 年 度 令 和 ７ 年 度

税目 区分 件　数 金額（円） 理　由 件　数 金額（円） 理　由

29 316,900 １号 85 2,071,600 １号

1 283,200 ２号 4 36,700 ２号

0 0 ３号 14 271,200 ３号

0 0 １号 16 67,413 １号

0 0 ２号 0 0 ２号

0 0 ３号 0 0 ３号

24 155,600 １号 1,235 9,517,043 １号

22 77,000 ２号 4 19,600 ２号

0 0 ３号 94 1,774,500 ３号

2 25,800 １号 58 388,000 １号

5 30,000 ２号 3 23,300 ２号

0 0 ３号 5 20,900 ３号

0 0 １号 0 0 １号

0 0 ２号 0 0 ２号

0 0 ３号 0 0 ３号

84 993,800 １号 344 5,690,271 １号

9 295,000 ２号 70 307,800 ２号

0 0 ３号 96 595,000 ３号

0 0 １号 15 22,000 １号

0 0 ２号 21 33,800 ２号

0 0 ３号 0 0 ３号

6 16,380 １号 28 164,105 １号

0 0 ２号 20 52,745 ２号

0 0 ３号 6 47,700 ３号

145 1,508,480 １号 1,781 17,920,432 １号

37 685,200 ２号 122 473,945 ２号

0 0 ３号 215 2,709,300 ３号

※ 令和６年度は令和６年１２月３１日現在数値

※ 理由欄はそれぞれ地方税法第１５条の７第１項第１号（財産なし）、第２号（生活困窮）、

第３号（所在不明）による。

個 人 市 民 税

法 人 市 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

入 湯 税

国 民 健 康 保 険 税

後期高齢者保険料(普徴)

介護保険料 (普徴 )

計



１６．不納欠損処分の状況

理由欄はそれぞれ①地方税法第１５条の７第５項（即時消滅）、②第１５条の７第４項（執行停

止による３年の消滅時効）、③第１８条（５年の消滅時効）による。

年度 令 和 ５ 年 度 令 和 ６ 年 度

税目 区分 件　数 金額（円） 理　由 件　数 金額（円） 理　由

11 146,923 ① 0 0 ①

5 535,457 ② 0 0 ②

1,139 4,118,811 ③ 1,026 4,577,926 ③

0 0 － 0 0 －

0 0 － 0 0 －

25 100,000 ③ 37 166,600 ③

87 2,068,184 ① 21 155,600 ①

11 149,227 ② 0 0 ②

1,945 8,782,831 ③ 2,173 9,065,400 ③

0 0 ① 0 0 ①

0 0 ② 0 0 ②

312 916,500 ③ 259 749,900 ③

0 0 － 0 0 －

0 0 － 0 0 －

0 0 － 0 0 －

6 39,200 ① 31 175,400 ①

1 9,900 ② 0 0 ②

2,294 18,895,552 ③ 1,845 16,728,900 ③

0 0 － 0 0 －

0 0 － 0 0 －

126 658,580 ③ 76 730,300 ③

0 0 ① 6 16,380 ①

0 0 － 0 0 －

446 2,667,274 ③ 438 3,198,300 ③

104 2,254,307 ① 58 347,380 ①

17 694,584 ② 0 0 ②

6,287 36,139,548 ③ 5,854 35,217,326 ③

※

所見

予算の執行、物品管理及び事務処理は、概ね適当であると認められた。

個 人 市 民 税

法 人 市 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

入 湯 税

国 民 健 康 保 険 税

後期高齢者保険料(普徴)

介護保険料 (普徴 )

計



１．事務分掌表

１．監査委員事務局全般

２．公印の管守に関すること。

３．監査、審査、検査に関すること。

２．令和７年度予算執行状況

歳　出 令和7年12月31日現在

円 円 円 ％

３．監査、審査、検査の実施状況

①　定期監査・随時監査 令和7年12月31日現在

監査委員事務局

令和８年１月１日現在
経　験　年　数

勤続通算 現所属通算

事務局長 28年10月 0年10月

書　記 33年10月 1年10月

科　　　目 予算現額 支出負担行為額 予算残額 執行率

1,523,000 1,140,400 382,600 74.9 

歳　出　合　計 1,523,000 1,140,400 382,600 74.9 

月 対　象　課 備　考

4 総務課(28日)

5 農林水産課(26日) 農業委員会(26日) 観光商工課(26日) 

7 企画課(28日) 

11  議会事務局(20日) 会計課(20日) 財政課(20日) 高齢者支援課(20日) 

職　名 分　　担　　事　　務

総務費 監査委員費

6
教育委員会（生涯学習課・図書館(25日)、学校教育課・学校給食共同
調理場・総野小学校・興津小学校・豊浜小学校(26日))

9
市民課(30日) 勝浦診療所(30日) 選挙管理委員会(30日)
生活環境課(30日) 清掃センター(30日)

10
福祉課(28日) こども未来応援課及び関係施設（総野保育所・ふさの放
課後ルーム・上野保育所・うえの放課後ルーム・おきつ放課後ルー
ム）（28日）



②　決算審査 令和7年12月31日現在

③　例月出納検査 令和7年12月31日現在

４．住民監査請求の状況

(単位：件）

※令和７年度は、令和7年12月31日現在の数値

月 対　象　 備　考

8 一般会計及び各特別会計(4日・5日・6日）

月 対　象　会　計 検査対象月

4 一般会計及び各特別会計(28日） 令和６年度３月分

5 一般会計及び各特別会計(26日）
令和６年度４月分･
令和７年度４月分

6 一般会計及び各特別会計(25日）
令和６年度５月分･
令和７年度５月分

7 一般会計及び各特別会計(28日） 令和７年度６月分

8 一般会計及び各特別会計(28日） 令和７年度７月分

9 一般会計及び各特別会計(30日） 令和７年度８月分

10 一般会計及び各特別会計(28日） 令和７年度９月分

11 一般会計及び各特別会計(20日） 令和７年度10月分

12 一般会計及び各特別会計(22日） 令和７年度11月分

住　民　監　査　請　求　の　件　数

うち却下の件数

令和3年度 0 

令和4年度 1 1 

令和5年度 1 1 1 

令和6年度 0 

令和7年度 1 1 1 

所見

予算の執行、物品管理及び事務処理は、概ね適当であると認められた。

年　度

うち
取下
げの
あっ
た件
数

うち棄却
の件数

うち勧告
を行った
件数

うち合議
不調によ
り監査結
果を出さ
なかった
件数

うち期間
経過によ
るもの

うち財務
会計上の
行為

うちその
他の理由


